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《書評》

宮崎修行著『統合的環境会計論a創成社刊 (2001)

山上達人(奈良産業大学)

最近、地球環境問題の重要性とともに、「環境会計の構築」が喫緊の課題となっている。しか

し、巷間溢れる類書には、いわゆる『実務解説書」が多く、その大半は、環境省の「ガイドラ

イン」などの説明に終始している現状にある。

このようなとき、この領域の新進気鋭の宮崎修行教授の力作『統合的環境会計論』が出版さ

れた。この書は、 1000ページにも及ぶ大著で、環境会計の重要領域を網羅し、文献研究・事例

研究の両面にわたっての、画期的な文献である。

本書の特徴は、①綿密な文献研究と地道な実証研究に支えられた「環境会計の集大成』にも

みられるが、一番の特徴は、②「伝統的・貨幣的」環境会計と「革新的・係数的」環境会計の

両領域をふまえて、それらを「環境効率指標J (エコ・エフィシャンシィ)で「統合」しようと

した点にある。そしてさらには、③これらの方法論の基礎に、「社会経済的合理性」概念をすえ

て、統合化の理論的支柱としたことである。

筆者は、かねてから、「環境会計体系』の構築を、((r環境J会計と環境「会計J))の「峻別と

連携」の方向に求めていたので、本書の立論には共感するところが多い。

I 本書の目次構成

本書の全体像を知るため、はじめに、目次構成をみておこう。大きく、次のような構成をとっ

ている。

序章 本書の課題と構成

第 I部 環境会計の成立と統合的環境会計の必要性

第1章地球環境問題の特質と会計の役割

第2章環境会計成立の基礎とその社会的必要性

第E部 伝統的・貨幣的環境会計の理論と応用

第3章環境原価計算の成立基盤とカテゴリー

第4章 内部的環境原価計算の意義と構造

第5章外部的環境原価計算の意義と構造

第6章環境効用・原価計算の意義と構造

第7章環境原価計算の実践的形成
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第E部 エコバランスを使用する係数的環境会計の理論と応用

第8章 エコロジー簿記の提唱とその展開

第9章地方自治体公共政策へのエコロジー簿記の応用

第10章環境影響評価係数としての等価係数の改良(1)

第11章環境影響評価係数としての等価係数の改良 (2)

第12章企業エコバランス理論の精微化と実用化

第13章企業エコバランスの作成事例

第14章企業エコバランス理論の批判的検討

第N部 統合的環境会計の理論構築と応用可能性

第15章統合的環境会計の基本構造

第16章統合的環境会計の企業実践

結章統合的環境会計の多様な可能性を求めて

そして、最後に、別表(1"'3) と補章が付録されている。

補章 1 わが国環境先進企業の統合的環境会計の取り組み

補章2 フロー原価計算の展開ードイツ・オーストリアにおける新しい環境会計の提唱

上の目次構成からも分かるように、環境会計の一方の類型(第E部)に、 ドイツの環境原価

計算をおき、他方の類型(第E部)に、スイスなどのエコバランスをおいて、これらの統合化

の方向に新しい環境会計の構築を模索している。なお、ここでは、紙幅の都合で『統合化」の

立論をめぐる特徴に絞って、論評することとする。

E 本書の方法論的特徴:r統合化」

前に述べたように、本書の特徴は、環境会計の現状を、制度会計的(伝統的)な『貨幣値で

捕捉する」環境会計と、自然科学的(革新的)な『物量値で把握する」環境会計の二つに類型

化し、これら両者の批判的検討のうえに立って、これら両者を「エコ・エフィシャンシイ J (環

境効率指標)で「統合』しようとした点にある。そして、前者の典型を、 ドイツの「環境原価

計算」に、後者の典型をスイスなどの「エコバランス」に求めている。これらの『環境原価計

算」や「エコバランス』については、著者が長年研究してこられた領域であり、これだけでも、

優に一冊の著書の値打ちがあるが、その紹介は省略し、内容は目次で補って欲しい。

地球環境保全問題は、地球の持続的な発展のため、環境負荷をできるだけ少なくすることに

ある。そして、環境会計は、そのために、個々の企業の環境負荷を測定・開示することにある。

問題は、環境会計の視座と環境負荷の測定方法にあるが、環境会計においては、企業の《社会

的存在と個別的存在》としてのこ面性に立脚して、これら両者の観点から問題解明にあたるこ

とが肝要である。環境会計の特質は、これら二つの領域の統合にあるからである。
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「伝統的・貨幣的J 環境会計は、主として、企業の個別的存在の視点(収益性)から主題の

解明を行おうとするもので、測定タームとしては、貨幣値によって行われる。いわば、《環境「会

計J))の領域で、本書では「環境原価計算」が代表として取り上げられているが、制度会計の枠

内での環境問題の解明である。これに対して、「革新的・係数的J環境会計は、企業の社会的存

在の視点、(社会性)から主題の解明を行おうとするもので、ここでは、物量値さらにはそれを

一元化した係数が用いられており、いわば((r環境」会計》の領域である。そして本書では、そ

の代表として、「エコバランス」がとられているが、この類型は、ほぽ完成した方式として定着

している。

現状では、一方で他方をカバーするような試みも行われているが、両者はもともと視座・方

法を具にするもので、環境会計は、これら両者の接点に立つものであるから、両者それぞれの

内容を豊富にし、これらの安易な代替には慎重でなければならない。

というのは、「伝統的・貨幣的」環境会計による「企業の環境保全問題」の把握は、究極的に

は、収益性原理(資本の論理)に規制されることとなり、他方、「革新的・係数的」環境会計は、

「企業の環境保全問題」の捕捉にあたっては、社会性原理(社会の論理)が全面に表れ、個別

企業の収益性目的からは距離があることとなるからである。

上のことから、本書における両者の「統合的観点」は、至当な立論として高く評価されるべ

きであり、例えば、シヤルテッガー(Schaltegger，S. and Burri tt， R. ，Contemporary En vironmental 

Account加g，2000)や、 ミュラー (Muller，K. and Sturm， A. ，Standardized Eco-E飽ciency

Indicators)、あるいは「世界環境経済人協議会J (WBCSD)などの主張も、その意味で注目に

値するものと考えられる。

E 統合型環境会計の類型と事例

ついで、「統合的環境会計」の基本類型や内外の事例についてみてみよう。

本書においては、これら両者の「統合」をシヤルテッガーの理論に依拠しながら、「エコ・エ

フィシャンシイ」に求めている。もっとも、シャルテッガーは、会計システムやステークホノレ

ダーとの関連からアプローチしているが、その「統合」の方向は同じである。 本書では、環

境報告書に見られる種々の事例から、「統合」の型を類型化し、「完全統合型」として、シャル

テッガーの《付加価値他(貨幣値)/環境負荷(物量値)))をもとに、さらにそれを、「環境コ

ストを考慮するかJ • r考慮しないか」に細分している。

そこで、外国企業の事例として、スイスのロツシェ社(完全統合型)が挙げられている。同

社の「エコ・エフィシャンシィ比率J (EER)は、《売上高/環境負荷単位×環境保護のための

支出額》で捕捉されている。他方、わが国企業の r完全統合型」として、おなじみのリコーの

「環境改善指数J (EEI) ((環境負荷削減量/環境費用総額》と、「環境負荷利益指数J (エコイン
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デックス)((売上総利益/環境負荷総量》が挙げられている。そのほか、国外・圏内の企業の環

境報告書から、多くの事例が類型化されており、示唆に富んだ内容となっている。

なお、ここでは‘ロッシェ社の「環境コストを考慮した」完全統合型が完全形態として評価

されているが、ここで「環境コスト(環境保護のための支出額)Jを関係値にもってくることは、

「統合的」環境会計論の立場からは、理論的にみて問題が残りそうである。分母(f環境」会計

→物量値)と分子(環境「会計J→貨幣値)、それぞれの捕捉体系を精轍化し、これらを全社的

に体系化し、複眼的な評価を行うことが重要と考えられる。すなわち、((r環境」会計と環境「会

計J))の「峻別と連携」の視点が重要であり、「統合」とはそういう意味ではないかと思われる。

W 本書の方法論の基礎:r社会経済的合理性」

最後に、本書の「統合的」環境会計論の立論の基礎についてみてみよう。前に指摘したよう

に、本書では、「社会経済的合理性」が、その方法論的基礎となっている。そして、ヒルの学説

によりながら、社会文化的合理性、技術的合理性(有効性)、経済的合理性(効率性)、政治的

合理性の四つの次元から「統合的環境会計論」の構築の必要性を主張している。

どのレベルでの理論を方法論的基礎とするかは相対的な問題であるが、個別企業が存在する

諸次元を捕らえて、その観点から総合的に「統合的J 環境会計論の立論の基礎としていること

は、重要な見解といえる。しかし、やはり、ここでは、企業の本質、前にみた《社会的存在と

個別的存在》としてのこ面性が一番の基礎であり、このことから、諸次元の「社会経済的合理

性」が要求されると考えられる。また、「アカウンタビリティ理論Jについても、環境会計にとっ

ては社会的な客観的な枠組みであるので、「正統性理論」や「ステークホルダー理論」とは次元

の異なる本質論として、議論することが重要かとも思われる。

すなわち、環境会計においては、企業のもつ二面性から、関係対象の領域では、典型的には、

「市民社会」と r証券市場」、測定タームの領域では、本来的には、「物量値評価」と「貨幣値

評価」が問題となり、その構築にあたっては、これら両者((r環境」会計と環境「会計J))の「峻

別と連携」が重要視されるものと思われる。

* 
以上、本書の内容を、主として、その「方法論の特徴J に焦点をあてて紹介したが、本書は、

質量ともに充実した近来まれに見る労作であり、学界・実務界に樽益するところ大と考えられ

る。最近の r実務解説書J の氾濫のなかにあって、諸機関の「ガイドラインJ などをリードす

る理論書として、また将来の環境会計の在り方を示した、文字通りの環境会計の「記念碑的文

献」であると評価することができる。

いま、本書の特徴を再掲すれば、次ぎのようである。
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①環境会計を、「伝統的・貨幣的」環境会計と、「革新的・係数的」環境会計に類型化・整理

したこと。

②両者について、綿密な文献研究と詳細な実証研究にもとづいて、その内容を紹介し、それ

ぞれの問題点を指摘したこと。

③両者の「統合」を、環境会計の理論的体系化の方向と考え、「エコ・エフィシャンシイ J (環

境効率指標)をその中核においたこと。

④「統合的」環境会計の事例について、内外企業の環境報告書を類型化し、その特徴を明ら

かにしたこと。

⑤「統合環境会計論」の方法論的基礎に、『干土会経済的合理性」概念をすえたこと。

などが挙げられる。

最後に、この膨大な大著を纏められた著者の並々ならぬ努力に、深い敬意を表したい。

(2002， 3， 31) 


